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「環境未来都市」構想有識者検討会 委員 「環境未来都市」構想有識者検討会における論点

①都市・地域をめぐる現状把握～構造的変化として何が起こっているか～
○我が国の都市・地域をめぐる状況は、構造的に大きく変化しつつあり、
「環境未来都市」構想のコンセプト策定に当たっては、まず、その正
確な把握が必要ではないか。

○構造的変化に対応するためには、我が国の強みを最大限に活かしつつ、
一層の強化を図っていくことが重要。我が国の強みとは具体的には何
か。

②将来の目指すべき姿（将来ビジョン）の設定
○都市・地域をめぐる現状等を把握した上で、将来の目指すべき姿（将
来ビジョン）の設定が必要。どのような将来ビジョンを設定すべきか。

→人口減少、高齢化等の社会経済の構造的な変化が進む中、温室効
果ガスの排出削減や資源制約等の環境問題等に中長期的視点を
持って総合的・戦略的に取り組み、持続的かつ自立的に発展する
ことができる誰もが住みたいと思うまちを作るべき。その際、
ソーシャルキャピタル（社会関係資本）の充実による社会的連帯
感の回復が重要。

○「住みたいまち」とは具体的にはどのようなものか。

③現状と将来ビジョンを結ぶ方策の検討
○国、地方、民間それぞれの役割分担について
○環境未来都市における取組内容について 等

各省の関連予算を有効活用しつつ、戦略構築や技術やシステム
の実証事業等のために、合計27億円要求

平成23年度内閣府・内閣官房予算概算要求
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